
ベーシック税法（第７版）補遺  著者：岡村忠生・渡辺徹也・高橋祐介!

! "!

２０１３年度の税制改正の概要!
!
!

税制改正の経緯!
税制改正のための立法は、毎年３月下旬（年度の末）に行われる。その内容は、２０

０９年度までは、政府の設置した税制調査会が行う「税制改正に関する答申」を参照し、

前年１２月に財務省が策定する「税制改正の大綱」と閣議決定される「税制改正の要綱」

に基づいて行われてきた。しかし、２００９年７月の政権交代後、学識経験者などで構

成される税制調査会が廃止され、大臣・副大臣などによる新たな税制調査会が、「税制

改正大綱」の案を策定し、閣議決定する方式がとられた。その後、２０１２年１２月に

再び政権交代があり、２０１３年度については、同年１月に閣議決定された「税制改正

の大綱」に基づく税制改正が行われた。なお、同年６月には、学識経験者などで構成さ

れる税制調査会が復活した。!
!
!

所得税関係の改正!
最高税率の引上げ!

現行の所得税の税率構造に加えて、課税所得４，０００万円超について ４５％の税

率が設けられた。この改正は、２０１５年分以後の所得税について適用される。!
なお、法人税については、２０１１年に行われた改正で、３０％から２５．５％に税

率が引き下げられている。相続税については、基礎控除の引下げと、５０％の税率が適

用される課税標準の金額の引上げなどが行われた。消費税については、税率の引上げが

２０１４年と１５年に予定されている。!
!
!

金融商品課税!
金融商品課税のうち、株式と公社債に係る改正を取り上げる。説明の便宜上、これま

での課税方法の概略を説明してから、改正の内容を述べる。これらの改正は、２０１６

年１月１日より適用される。このため、現在施行されている租税特別措置法を「措法」、

改正後のもの（未施行）「新措法」と記す。!
なお、以下では、所得税法の規定する損益通算、純損失の繰越控除、所得控除、およ

び、税率の適用を受ける課税方法を総合課税、そうではない課税方法を分離課税という。

納税者の選択ではなく、強制的に行われる分離課税を、一律分離課税という。また、源

泉徴収により課税が終了する分離課税を、源泉分離課税という。両者をあわせたものを、

一律源泉分離課税という。!
!
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 現行法!
１ 株式等!
 Ａ 配当!
上場株式等からの配当（３％以上を所有する株主に対するものを除く。）については、

納税者は、１５％（地方税と合わせて２０％）の比例税率による分離課税を選択するこ

とができる（措法８条の４）。この税率は、２０１３年１２月３１日までの時限措置と

して、７％（地方税と合わせて１０％）に軽減されている（２００８年措法附則３２条１

項）。!
この分離課税を受けない配当には、所得税法による総合課税が行われ、配当税額控除

（所法９２条）を受けることができる。!
上場株式等の配当は７％（地方税と合わせて１０％）（２００８年措法附則３３条２項）、

それ以外の配当は２０％の税率による源泉徴収を受ける（所法１８１・１８２条）。!
上場株式の配当および１年に受け取る金額が１０万円以下である配当の金額は、確定

申告において除外することができる（措法８条の５）（「申告不要制度」という。）。!
 Ｂ 譲渡損益!
株式等の譲渡からの利益（譲渡所得だけでなく、事業所得、雑所得に該当するものを含

む）については、１５％（地方税と合わせて２０％）の比例税率で一律分離課税を受け

る（措法３７条の１０）。この分離課税は、非上場株式や外国法人の株式にも適用され

る。したがって、株式等の譲渡からの所得については、総合課税が行われる余地はない。

しかし、株式等の譲渡損益は、その算定過程で、上場株式と非上場株式など株式等の種

類を問わず、通算される。!
ただし、上場株式等に係る譲渡利益については、２０１３年１２月３１日までの時限

措置として、税率が７％（地方税と合わせて１０％）に軽減されている（２００８年措法

附則４３条２項）。!
 Ｃ 損益通算!
金融所得課税の一体化する方針から、上場株式等の譲渡損失は、上場株式等からの配

当との損益通算、および、繰越控除が認められている（措法３７条の１２の２）。上場

株式以外の譲渡損失は、生じなかったものとみなされ、他の所得と通算することはでき

ない（措法３７条の１０第１項）。!
!
２ 公社債!
 Ａ 利子!
公社債の利子は、預金利子と同様、利子所得として１５％（地方税と合わせて２０％）

の比例税率による一律源泉分離課税を受ける（措法３条、所法１８１・１８２条）。た

だし、国外で支払われる利子には、所得税法による総合課税が行われる。!
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 Ｂ 譲渡損益!
公社債の譲渡から生ずる損益は、非課税とされてきた（措法３７条の１５）。損失は

ないものとされる。ただし、割引発行される公社債のうち一定のものは、非課税の対象

とはならない（措法３７条の１６）。!
 Ｃ 損益通算!
譲渡損失が認められないものについては、損益通算の余地はない。!
!
３ 割引債!
割引発行される公社債（割引債）の償還差益は、利子の性質を持ち、一律源泉分離課

税を受ける。源泉徴収は、償還時ではなく購入時（発行時）に行われ、税率は１８％で

ある（措法４１条の１２）。!
!
改正法!
改正により、公社債は、国債などの公債と公募公社債、上場公社債などの「特定公社

債」と（新措法３条１項１号が引用する３７条の１１第２項１号、５~１４号）、それ以

外の「一般公社債等」に区別される。株式等も、「上場株式等」（新措法３７条の１１

第２項）に該当しないものは、「一般株式等」と呼ばれることとなる（新措法３７条の

１０第１項）。以下に述べるように、特定公社債は、上場株式等と組み合わせた課税が

行われる。また、一般公社債等も、譲渡損益について一般株式等とあわて課税が行われ

る。!
!
１ 上場株式等および特定公社債!
 Ａ 利子および配当!
特定公社債の利子と上場株式等からの配当は、「上場株式等に係る配当所得等の金額」

として一括され、１５％（地方税と合わせて２０％）の比例税率による分離課税を受け

る（新措法８条の４第１項）。源泉徴収税率も、同じである（新措法９条の３）。!
上場株式からの配当については、納税者は、引き続き、総合課税と分離課税を選択す

ることができる（同条２項）。!
申告不要制度の適用範囲が、特定公社債の利子にも拡大する（新措法８条の５第１項

２号）。!
 Ｂ 譲渡損益!
譲渡損益に対する課税では、特定公社債を上場株式等の中に含めて（新措法３７条の

１１第２項）、「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」が算出され、１５％（地方税と

合わせて２０％）の比例税率で一律分離課税を受ける（同条１項）。総合課税を選択す

ることはできない。特定公社債の譲渡損益と上場株式の譲渡損益とは、「上場株式等に
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係る譲渡所得等の金額」を算出する過程で通算（相殺）されることになる。しかし、上

場株式等の譲渡損失を、一般株式等の譲渡利益と通算することは、できないことになる。!
 Ｃ 損益通算!
上場株式等に係る譲渡損失は、一定の要件の下で、上場株式等に係る配当所得等の金

額から控除をすることができる（新措法３７条の１２の２）。したがって、債券譲渡損

失と配当との通算や株式譲渡損失と債券利子との通算が可能となる。!
!
２ 一般公社債等!
 Ａ 利子!
一般公社債等の利子は、原則として、現行と同様に１５％（地方税と合わせて２０％）

の比例税率で一律源泉分離課税を受ける（新措法３条１項）。ただし、同族会社からそ

の同族株主が受ける利子は、総合課税の対象となる（同項４号）。!
 Ｂ 譲渡損益!
譲渡損益に対する課税では、一般公社債等を一般株式等の一部として（新措法３７条

の１０第２項７号）、「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」が算出され、１５％（地

方税と合わせて２０％）の比例税率で一律分離課税を受ける（同条１項）。総合課税を

選択することはできない。上場株式等のときと同様、一般公社債の譲渡損益と一般株式

の譲渡損益とは、「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」を算出する過程で通算（相殺）

されることになる。!
  Ｃ 損益通算!
一般公社債等の譲渡損失を、その利子やその他所得と通算することはできない。!
!
３ 一般株式等!
 Ａ 配当!
一般株式等の配当は、総合課税の対象となる。ただし、年間１０万円以下の配当につ

いての申告不要制度は残される（新措法８条の５第１項１号）。!
一般株式等の配当は、２０％の源泉徴収を受ける（所法１８１・１８２条）。!
 Ｂ 譲渡損益!
２Ｂで述べたように、一般公社債等と一体として、一律分離課税を受ける（新措法３

７条の１０）。一般株式等の譲渡損失を、上場株式等の譲渡利益と通算することはでき

ないことになる。!
 Ｃ 損益通算!
一般株式等の譲渡損失は、生じなかったものとみなされ、配当やその他所得と通算す

ることはできない（新措法３７条の１０第１項）。!
!
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４ 割引債!
割引債は公社債に含まれるから、上場株式等に該当するもの（特定割引債）と一般公

社債等に該当するものに区分され、以上で説明した課税を受ける。!
割引債に特有なものである償還差益は、償還時に１５％（地方税を含めて２０％）の

税率による一律源泉分離課税を受ける（新措法４１条の１２の２第１項）。ただし、償

還差益の計算において、実際の取得価額が用いられるのは、金融商品取引業者と一定の

契約を締結している場合に限られ、それ以外の場合には法定の割引率（みなし割引率）

が用いられる（同条６項３号）。発行から償還までの期間が１年を超えると、みなし割

引率が１２５倍になることには、疑問がある。また、この課税方法では、利子の性質を

持つ償還差益に対する課税が償還時まで遅れることも、問題である。!
!
!
!
!
!
!
!
!
!

! !
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法人税関係の改正!
富の創出に向けた税制措置!

「税制改正の大綱」は、その冒頭で「『成長と富の創出の好循環』の実現に向け、民

間投資の喚起、雇用・所得の拡大、中小企業対策・農林水産業対策等のための税制上の

措置を講ずる。」と述べた。そのため、以下のように、租税特別措置の導入または拡充

が行われた。!

                      ②⑥は個人所得課税でも措置。!
!

!
ここまでの担当：岡村忠生 

! !

創

設!

① !国内生産等設備投資促進税制!
（措法４２条の１２の２）!

一定の国内生産等設備への投資に対する３０％

の特別償却または３％の税額控除!

② !所得拡大促進税制!
（措法４２条の１２の４）!

当期の国内の雇用者（一定の被用者）に対する

給与等の支給額（雇用者給与等支給額）が、基

準となる事業年度の雇用者給与等支給額を超

える金額をベースとする１０％の税額控除!

③ !特定中小企業者等経営改善設備取得税制
（措法４２条の１２の３）!

特定中小企業者が行う経営改善のための一定

の設備取得に対して３０％の特別償却または

７％の税額控除!

拡

充

延

長!

④ !研究開発促進税制!
（措法４２条の４、４２条の４の２）!

研究開発費の総額に対する税額控除、および、

試験研究費の増加額または売上金額に基づき

高水準となる試験研究費に対する税額控除!

⑤ !環境関連投資促進税制!
（措法４２条の５）!

一定の環境関連投資に対して３０％の特別償

却（一部資産は即時償却）!
中小企業者等は７％の税額控除選択可!

⑥ !雇用促進税制!
（措法４２条の１２）!

当該事業年度の雇用者数の増加が一定以上の

場合、増加雇用者数×４０万円の税額控除!
!
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中小法人の交際費等の損金算入制限の改正（本文２２９頁）!
 中小企業・小規模事業者等への支援の観点から、資本金が１億円以下の中小法人に

対して、交際費等の損金不算入制度における特例が改正され、損金として算入できる枠

が拡大した（措法６１条の４第１項）。この改正は、平成２５年４月１日以後に開始す

る事業年度の法人税について適用される（「所得税法等の一部を改正する法律」（平成２

５年法律第５号）附則６１条）。!
改正前は、交際費等の額のうち、６００万円に当該事業年度の月数を乗じてこれを１

２で除して計算した金額（「定額控除限度額」という）の９０％まで損金算入が認めら

れていた。平成２５年度改正は、①定額控除限度額を８００万円に当該事業年度の月数

を乗じてこれを１２で除して計算した金額にまで引き上げ、さらに②損金算入が認めら

れる割合を９０％から１００％とした。!
つまり、中小法人の場合、（事業年度の月数が１２であれば）事業年度内に支出した

交際費等のうち８００万円までの金額は、その全額が損金に算入できることになり、こ

れを超える部分の金額があってはじめて損金不算入となる。したがって、改正前でも６

００万円の枠を使い切れてなかった法人（その数は相当数あったと予想される）にとっ

ては、上記②の改正の持つ意味が大きいことになろう。!
資本金が１億円超の法人は、これまで通り一切の交際費等の損金算入が認められない

ことに鑑みると、本改正は、中小法人とそれ以外の法人との差を以前より拡大したこと

になる。交際費等のなかには費用性のあるものが存在するにも拘わらず、企業の規模だ

けでここまで差をつける必要があるのかどうか、検討する必要はあるだろう。!
交際費課税の規定は、現在措置法にある。ただし、昭和２８年度の税制改正案では本

法に盛り込まれていた。法人税法２２条３項で損金にされうるものを（本法ではなく）

措置法が別段の定めとして制限していることの意義についても、再度考えてみてよい時

期なのかもしれない。!
!

!
ここまでの担当：渡辺徹也!

! !
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租税手続法関係の改正!
延滞税等の見直し 

延滞税（→第四章３１の納付手続、本文３３１頁）とは、国税の期限内における適正

な実現を担保するとともに、期限内に納付した者との権衡をはかり、早期納付を促すな

どの観点から設けられた附帯税（→第四章２９の加算税とは、本文３２９頁）であり、

履行遅滞に対する損害賠償（遅延利息）の性質を持つ。国税通則法６０条２項によると、

この延滞税の額は、国税の法定納期限の翌日から完納の期限までの日数に応じ、未納税

額に年１４．６％の割合を乗じて計算した額とされ、早期納付を促すために、納期限後

２月以内の期間については未納税額に年７．３％の割合を乗じて計算した額とされてい

る。これに対し、租税特別措置法では、延滞税算定上の割合が、市中金利の状況からす

ると高すぎるとして、年７．３％部分につき、特例基準割合（前年１１月３０日経過時

点における商業手形の基準割引率に４％の割合を加算したもの。平成２５年については年

４．３％）が年７．３％より低い場合には、特例基準割合とすると定められていた（改

正前の措法９４条１項。年１４．６％の割合については、措置法の適用がなく、通則法が

そのまま適用されていた）。 

 また、所得税法１３１条１項などによる延納などが認められた場合、国税の履行遅

滞ではないので延滞税は課されないものの、他の納税者との負担調整を図るための、約

定利息の性質を持つ附帯税として、利子税が課される。利子税の割合は各税法に定めが

あるが（上記所法１３１条１項の延納の場合には年７．３％。同３項）、租税特別措置法

は、その割合が特例基準割合より低い場合には、特例基準割合とする（先の所法１３１

条１項の延納につき、平成２５年は年４．３％）などと定めをおいていた（改正前の措置

法９３条１項など）。 

 さらに、還付金等（通法５６条１項）を納税者に還付し、また納税者が納付すべき

税額に充当する場合（通法５７条１項）には、還付金等に対する利子として、還付加算

金が還付金等に加算される（通法５８条１項）。還付加算金は、所定の期間の日数に応

じ、その金額に年７．３％の割合を乗じて計算されるが、やはり租税特別措置法は、そ

の割合が特例基準割合より低い場合に、特例基準割合とする旨定めていた（改正前の措

法９５条。したがって、平成２５年の還付加算金の割合は年４．３％である）。 

 平成２５年税制改正では、現在の低金利状況を踏まえ、事業者等の負担を軽減する

（還付加算金の場合には事業者等が過大な利益を得ないようにする）等の観点から、特例

的な措置として、延滞税、利子税及び還付加算金の割合を引き下げるとされた。具体的

には、特例基準割合を、日本銀行が公表する前々年１０月から前年９月における国内銀

行の貸出約定平均金利（新規・短期）で、前年１２月１５日までに財務大臣が告示する

割合に、年１％の割合を加算した割合（貸出約定平均金利が仮に１％であるとすると、特

例基準割合は２％）とされた（改正後の措法９３条２項）。 
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 さらに、延滞税の年１４．６％の割合部分につき、特例基準割合が７．３％に満た

ない場合には、特例基準割合に７．３％を加算した割合とする旨の規定が新設された（改

正後の措法９４条１項。特例基準割合が２％ならば、９．３％である）。このような制度

趣旨について、年１４．６％の割合が、「期限内納付した者との公平をはかるための利

息部分（通常の利子部分）」と「早期納付を促す部分」で半分ずつ構成されているもの

と考え、後者の７．３％部分は維持しつつ前者につき市中金利を踏まえて軽減を図った

もの、と説明されている。他方、延滞税の年７．３％割合部分につき、特例基準割合が

７．３％に満たない場合には、特例基準割合に１％を加算した割合とする旨の改正が行

われた。１％の割合を加算したのは、早期納付を促すため、と説明される。 

 利子税及び還付加算税についても、特例基準割合の計算方法が見直されたことに伴

って、実質的な引き下げが行われた（改正後の措法９３条、９５条）。 

 以上の延滞税等の見直しは、平成２６年１月１日以後の期間に対応する延滞税等に

ついて適用される（所得税法等の一部を改正する法律（平成２５年３月３０日法律第５号）

附則１条３号イ、９０条１項）。 

 

 

ここまでの担当：高橋祐介 
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本書の追加・訂正!
４９頁最下行! 「東京高判平成２５年３月１３日（未登載、上記東京地判の控

訴審）は、法人とした。」を加える。!
１１０頁下から８行目! 「所持」を「所得」に改める。!
１２９頁上から５行目! 「使用人」を「使用者」に改める。!
１４７頁上から７行目! 「１２５」を「２４５」に改める。!
１８１頁下から９行目! 「独自の外形標準課税」を「床面積などの外形を用いた独自の

課税標準による課税」に改める。!
１８１頁下から７行目! 「地方法７２条の２４の４」の後に「の反対解釈」を加える。!
１８６頁下から９行目! 「利益」を「剰余金」に改める。!
１８６頁下から７行目! 「配当所得を含めても」を削る。!
１８６頁下から２行目! 「他の所得とあわせて１０００万円を超える部分」を「課税総

所得金額から１０００万円を控除した金額に達するまでの金額」

に改める。!
１８６頁下から１行目! 「（１０００万円以下の部分）」を削る。!
２４１頁上から１０行目! 「判例集未登載」を「税資２６０号順号１１５１１」に改める。!
３４８頁１１行~１９行「確定内容の変更」を削る。!

!
 


